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 著者らは地震時の車両走行安定性に関して，数値解析とドライビングシミュレータを用いた走行実験を

行い定量的な検討を行ってきている．その結果，地表面地震動の計測震度が6.0程度に達した場合，震動の
影響で走行車線をはみ出す被験者が多く見られ，周囲の交通状況によっては他車との接触事故を起こす可

能性があることが示された．そこで，本研究では，気象庁などが導入を検討している地震動早期警報であ

る緊急地震速報の高速道路ネットワークへの応用を目指し，運転者に地震動早期警報が与える影響をドラ

イビングシミュレータを用いた走行実験で検討した． 
 

     Key Words : early warning, seismic motion, driving simulator, expressways, Nowcast Earthquake 
Information 

 
 
 

１．はじめに 
 
 我が国の高速道路では，地震動によって生じた構

造物被害を原因とする走行車両の事故防止を目的に

地震時通行規制を実施している1)．高速道路を通行

止めにすることにより，地震後新たに車両が構造物

被害区間に進入し衝突や転落などが発生することが

ないようにしている．一方，まさに地震時に走行中

の運転者へ何らかの対応措置をとることは現状では

難しい．このことは，自動車交通では鉄道のように

専用軌道を使用していないことや，航空機のように

管制と常に連絡が取れる状態にないことなど，交通

体系の中における情報管理が困難であることが影響

している．しかし，ITS（高度道路交通システム）
の高速道路における整備が検討され始めた2)ことな

どから，近い将来自動車交通においても情報管理が

可能となるであろうと考えられる． 
 気象庁では全国に展開した地震観測網から得られ

る地震データを24時間体制で監視しており，地震発
生約2分後から震度，津波予報，震源位置，地震の
規模に関する情報などを発表している3)．今後の重

点目標として「地震・津波・火山現象による被害を

最小限にとどめるため，危機管理に即応した，利用

しやすい（わかりやすい）防災情報を発表する」こ

とを挙げており，面的な震度情報の提供，地震動の

主要動到達前の早期警報として「緊急地震速報」の

提供に向けた検討を行っている4)． 
 鉄道総合技術研究所では，鉄道独自（主に新幹

線）の地震保安システムとして，早期地震検知警報

システム（ユレダス）を開発し実用化している5)．

コンピュータやネットワーク技術など情報技術もユ

レダス開発当時より飛躍的な発展を遂げていること

から，より汎用的なシステムの構築を目指し緊急地

震速報の試験運用を始めている6)．防災科学技術研

究所では，「リアルタイム地震情報の伝達・利用に

関する研究」を平成13年度から実施しており，関連
省庁，自治体，民間などのユーザーからなる協議会

を組織している7)．リアルタイム地震情報を鉄道，

ガス，エレベータ，工場の生産ライン等の制御シス

テムや地下街，高層ビルなどの密集空間での避難誘

導システム等と組み合わせることにより，地震発生

時の安全性の向上が図られ，経済的な損失を回避で

きると見込んでいる． 
 このような地震動早期警報を，高速道路ネットワ

ークに適用することは，地震時の自動車交通の安全

促進につながるものと期待できる．地震動によって

発生した前方の路面陥没や段差，大型車から落下し

た積み荷などの障害物への対応の改善が見込めるで

あろう．著者らの研究8)では，強震時に運転者が地

震動に対して過大な反応を示すことにより走行車線
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をはみ出すという現象が起こる可能性が示されてお

り，地震動早期警報は震動が運転者に与える危険性

も緩和できるであろう． 
 そこで，本研究では地震動早期警報の高速道路シ

ステムへの応用を想定し，ドライビングシミュレー

タを用いた走行実験8)を通してその効果を定量的に

評価した．具体的には，運転者へ地震動の主要動到

達前に音声で早期警報を行い，通報をしなかった場

合との模擬走行の様子と比較検討した． 
 
 
２．緊急地震速報の想定 
 
 本研究では，1995年兵庫県南部地震における震源，
地震動観測点位置（図-1）をもとに地震動早期通報

を想定した．ここで，兵庫県南部地震における平均

的なP波伝播速度は5.65 km/s，S波伝播速度は3.51 
km/sとし9)，震源深さを0 kmとしてP波及びS波到達
時間を計算した． 
 震央に最も近い地震観測点はJR西明石であり，そ
の距離は約8 kmである．これより，JR西明石では地
震発生後1.4秒でP波が検知されることとなる．緊急
地震速報は，1観測点でP波を感知した時点で発信さ
れる「0次情報」，3-5観測点でP波を検知した時点
で発信される「1次情報」，その後「2次情報」，
「3次情報」と逐次発信される高精度化された情報
からなる10)．地震動早期警報を高速道路走行中の運

転者に発信し対応を促す場合，運転者が停車するの

に要する時間を考えると余裕時間を最も長く与える

ことのできる「0次情報」の利用が最も効果があろ
う．したがって，JR西明石観測点が地震発生後1.4 
秒でのP波検知後に「0次情報」を発信すると想定し，
この情報発信に要する時間を4秒と仮定した11)．緊

急地震速報は，点震源を仮定して震度分布が推定さ

れるため，とくに震央付近で精度が低下する場合が

ある．また，アスペリティ分布を考えていない予測

であるので，破壊開始点から離れたところにアスペ

リティがある場合は予測誤差が大きくなることなど

が指摘されている7)．「0次情報」の利用が適切かど
うか検討する余地は残っているが，今回の実験では，

運転者に与えられる余裕時間が最も長くなる「0次
情報」が伝達されたとして考えることとした． 
 本研究では，車両の走行位置をJR宝塚付近と想定
した．JR宝塚の震央距離は約39.5 kmである．JR宝
塚に主要動が到達する時刻は，震央距離をS波速度
で除すると約11.3秒と算出される．したがって，JR
宝塚には地震動早期警報が主要動到達の5.9秒前に
発信されることになる．発信された地震動早期警報

を高速道路走行中の運転者に提供するためのシステ

ムが起動する時間を0.9秒と仮定し，S波到達5秒前
に早期警報が運転者に伝えられるものとした．図-2

にJR宝塚における兵庫県南部地震の加速度波形
（NS成分）を示す．主要動到達時刻を加速度波形
の振幅から図-2の3.5秒と考えた． 
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図-1 兵庫県南部地震の震央と周辺の地震観測点（円の間隔は 10 km） 
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 日本道路公団（JH）では，2003年5月26日に発生
した宮城県沖を震源とする地震時に高速道路を走行

していた運転者にアンケートを行っている（回答総

数206）12)．JHでは，地震発生時にはゆるやかに減
速し，路肩に停車することを運転者に求めている．

アンケート調査によると約2割の運転者が路肩に停
車したが，約8割の運転者が減速したのみ，または
そのまま走行している．また，首都高速道路公団で

は，JH管轄の高速道路と異なり路肩が狭いことから，
地震時にはゆっくりと減速し左側または右側いっぱ

いに寄せて停車することを運転者に求めている13)．

以上のような背景から，運転者へ提供した地震動早

期警報は音声通報とし，「地震発生．減速して路肩

に停止してください」と，路肩への停車を求めた．

音声による通報を行ったのは，FMラジオやカーナ
ビゲーションシステムを通して運転者に早期警報が

与えられるという方法が，現状では最も実現化に近

いと考えたためである．ここで，通報内容をすべて

伝えるのに3秒を要するので，実際に運転者へ与え
られる主要動到達前の余裕時間は2秒となる． 
 
３．ドライビングシミュレータを用いた地震時

走行模擬実験 

 

(1) 走行条件 

東京大学生産技術研究所に導入されたドライビン

グシミュレータ（図-3）を用いて地震時走行模擬実

験を行った．走行車両の地震応答変位をシミュレー

タの6軸動揺装置に入力できるようにシミュレータ
の制御プログラムを改良している．地表面地震動に

は，兵庫県南部地震におけるJR宝塚における記録を
用いた．車両横方向には，最大加速度（PGA）を
6.8 m/s2（記録値）から，著者らの先行研究8)と同じ

PGAとなるように6 m/s2にスケーリングした加速度

波形を作用させている．図-4に，地震応答解析14)で

得られた車両の応答加速度を示す．ここでは，主要

動到達時間を時刻5秒にずらして図示している． 
被験者には，片側2車線の模擬高速道路の左車線
の走行を指示し，建設中である第二東名高速の一部

区間の設計速度は120km/h，140km/hとなっているこ
とから，今回の走行実験では車速120 km/hで走行す
るように指示した．本研究では，2種類のシミュレ
ータ実験を行った．実験1として，被験者12名に対
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図-2  JR 宝塚における兵庫県南部地震の加速度波形

（車両横方向，NS成分） 

 
 

図-3 本研究で使用したドライビングシミュレータ
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図-4  応答解析による走行車両の絶対応答加速度

（地表面地震動：JR 宝塚波 PGA 6 m/s2，車

速：120 km/h） 
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して地震動の直前通報なしの場合と通報ありの場合

で，車両の走行軌跡の違いを明らかにするとともに，

早期警報を提供した場合の車両制動距離などを評価

した．実験2として，22名の被験者を11名ずつの2グ
ループに分け，1つのグループには早期通報を行い，
もう一方のグループには早期通報を行わず，前方の

道路変状に対する反応の違いを評価した．いずれの

実験でも早期警報を行う際には，音声通報が入る旨

のみを伝え，通報の内容については言及しなかった．

早期警報を行わない実験の被験者に関しては，地震

時の走行について特定の指示は与えておらず，被験

者の判断で走行することになる．被験者は他者の実

験の様子を見ることはできず，3分程度の通常走行
でドライビングシミュレータの操作に慣れた後に実

験を開始している．運転者の加震中の反応は，ドラ

イビングシミュレータの付加PCで全19項目について
記録した． 

 
(2) 実験1：地震動早期警報の車両制御への影響 

 実験1の被験者12名は，東京大学の学生である．
各被験者が2回の実験を行い，1回目は地震動早期警
報を行わずに突発的に地震動を与え，2回目には早

期警報を主要動5秒前に与えた． 
 図-5に，地震動早期警報の有無での各被験者の走

行軌跡（車両の相対横変位）を比較する．ここでは，

参考までに運転者の反応を考慮していない走行車両

の地震応答解析の結果も示している．車両そのもの

の地震応答は，車線をはみ出すことを想像させるよ

うな結果でないことから，運転者の過度な反応がな

ければ，走行車両が震動の影響で車線外にはみ出す

ようなことはないものと考えられる8)．また，時刻0
秒が早期警報の開始時に対応し，時刻5秒で地震動
の主要動が到達する．各被験者の走行軌跡は，以下

の式のように算出した． 

driverseism vvv +=                               (1) 

driverseism ψψψ &&& +=                            (2) 

ψψ cossin vuY +=&                       (3) 

ここで，u， v は車両の進行方向速度と横方向速度，
ψ& はヨー角速度である．Y& は，絶対座標系 14)におけ
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図-5  地震動早期警報の有無での走行軌跡の比較

（地表面地震動：宝塚波 PGA 6 m/s2，車速：

120 km/h） 
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図-6 地震動早期警報の有無での車両進行方向速度

の比較（地表面地震動：宝塚波 PGA 6 m/s2，

車速：120 km/h） 
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る相対横速度である．添字の seism は地動加速度に
対する相対応答を表し，driver は運転者の反応を示
している．useismは udriverに比べて充分小さいので，

式(3)の uには udriverを用いた． 
 車幅（1.7 m）と高速道路の車線幅15)（3.6 m）を
考えると，横ずれ量が約1 mを超えると隣の車線に
はみ出したことに対応する．図-5より，地震動早期

警報を提供しない場合は12名中4名の被験者が走行
車線をはみ出している．また，多くの被験者が震動

の影響で車線内の走行が維持できていても蛇行走行

している．一方，早期警報が与えられると，路肩へ

の停止が警報音声で指示され被験者の強震時の走行

目標が明確となるため，車線内を走行している間の

蛇行の程度が小さくなっている．実験1では，各被
験者に2回の走行実験を行っていることから，早期
警報を行ったとき（2回目）の蛇行の程度が小さい
のは被験者のシミュレータ慣れの影響も否定できな

いが，各被験者が2回目の走行を行う前には10分程
度以上の間隔をおくことで，少なくとも連続して走

行実験を行う場合と比べて，慣れの影響が小さくな

るようにしている． 

 図-6に，各被験者の車両進行方向速度を早期警報

の有無で比較する．早期警報のない場合は，加震中

でも車両速度がほとんど変わっていない．早期警報

を提供した場合，対応の早い被験者は地震動の主要

動が到達する時刻5秒程度ですでに減速しているこ
とが分かる．より詳細に減速の様子を見るために，

図-7，図-8に早期警報を行わなかった場合と，行っ

た場合の各被験者のアクセルペダルとブレーキペダ

ルの操作量を示す．ここで，ペダル操作量が1.0の
ときは，ペダルを目一杯踏んでいる状態にあること

を意味する．地震動早期警報を行わなかった場合は，

12名の被験者のうち1名がブレーキを軽く踏んでい
た．また，多くの被験者はアクセルを加震中も踏み

続けている．そのため，加震中の車両前後速度はほ

ぼ一定値のままとなる． 本研究の実験では，予め
走行中に地震が発生することは被験者に説明してい

るので，被験者が地震に気付かなかったということ

はなかったと考えられるが，地震体験運転者のアン

ケート調査16)では，計測震度4.5以上の区間を走行し
ていても地震を認識しない運転者も見られたので，

地震情報を運転者に伝えることの重要性は大きいも
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図-8 地震動早期警報を行った被験者のアクセル・ブ

レーキ操作（実験 1） 
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図-7 地震動早期警報を行わなかった被験者のアクセ

ル・ブレーキ操作（実験 1） 
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のと考える． 
一方，早期警報を行ったときは，早期警報の終わ

る時刻3秒では，ほとんどの被験者がアクセルペダ
ルを踏んでいないことが分かる．ブレーキ操作に関

しては，多くの被験者が地震動の主要動到達前（時

刻5秒）までにはブレーキを踏み始めているが，時
刻10秒を経過してもブレーキ操作を行わない被験者
も見られた．また，ブレーキペダルの踏み込み量や

その時間特性は個人差が見られ，大まかには主要動

部分の時刻5-10秒では操作量が0.4-0.6程度の被験者
と0.2程度の被験者に分けられる．このことが，図-
6(b)の早期警報提供時の車両速度が時刻5秒程度から
急に減少していく被験者と，最初は緩やかに減速し

時刻15-20秒で急に速度が減少する被験者に分けら
れることを説明している．一方，図-6(b)と図-8によ
ると，早期警報下でも2名の被験者がアクセル操作
は行っていないものの明確な減速を行っていない．

これは，警報の内容が被験者に充分伝わっていない，

内容は伝わったもののどのように対処すればよいか

分からなかったなど情報の受け手の人的要因が影響

していることも考えられる． 
図-9に，早期警報を行った場合の通報開始時から

の路肩侵入時間と走行距離，完全停止時間と走行距

離の関係を示す．ここで，路肩侵入時間は図-5(b)よ
り車両の横変位量が1mに達した時間として算出し
ている．同一の被験者の結果を線分で示しており，

各線分の起点が路肩への待避の開始時間とそのとき

の車両位置（警報開始時を0としている），終点が
完全停止時間と車両位置を示している．これによる

と，ほとんどの被験者が図-4の主要動継続時間と考

えられる時刻5-10秒で路肩に侵入している．完全停
止に関しては，15秒程度かかる被験者と25秒程度か
かる被験者が見られ，その走行距離は警報開始時か

ら300m程度または600m程度であった．路肩待避開

始時から完全停止に至るまでの平均時間は10.3秒
（標準偏差 4.8秒），その間の平均進行距離は
158.5m（標準偏差123.0m）である． 
本実験より，地震動早期警報を行うことによって

強震時の車両走行において蛇行走行が低減するよう

な効果が見られた．この要因としては，早期警報を

受けて被験者が主要動の到達時までに，車速の充分

な減速が行えていることが考えられる．また，この

減速の程度には個人差が見られ，完全停止に至るま

で15秒程度かかる被験者と25秒程度かかる被験者が
見られた． 
 
（3）実験2：地震動早期警報の有無による前方の道

路変状への対応の違い 

 実験2では，被験者22名を用いて地震時走行模擬
実験を行い，地震動早期警報の有無による前方の道

路変状への対応の違いを評価した．被験者の多くは

20歳代であるが，30歳代の被験者が3名，40歳代が3
名含まれている．これらの被験者を11名ずつの2グ
ループに分け，1グループには地震動早期警報なし，
もう一方のグループには早期警報を行った．強震時

には，走行車両の前方に道路変状が生じる可能性も

あると思われる．道路変状としては路面のひび割れ，

陥没，停止車両，大型車両の積み荷の落下などが考

えられるが，本研究では前方に落石を想定した岩を

置いた． 
 我が国では，高度道路交通システム（ITS）に関
する研究も進んできている．ITSの大きな柱の一つ
である「安全運転の支援」は，旧運輸省主体のASV
（先進安全自動車）と旧建設省主体のAHS（走行支
援道路システム）という別々のプロジェクトで進め

られてきた2)．しかし，ITSの発展には互いの技術が
不可欠となることから1998年より合同で研究を続け，
2000年11月に「スマートクルーズ21」という公開実
証実験を行っている．AHSは，AHS-i（情報提供），
AHS-c（制御支援），AHS-a（自動走行）の3つのサ
ブシステムに分類される．AHS-aは，技術的問題以
外に責任の所在など現状ではハードルが高いが，

AHS-i，AHS-cに関しては，段階的な実現へ向けて
検討が進められ，安全向上の7つのサービスとして
前方障害物衝突防止，カーブ侵入危険防止などの走

行支援があげられている17)．そこで， ITSの機能の
一つとして想定されている運転者への危険警報を発

信するタイミングを検討することを目的にドライビ

ングシミュレータを用いた実験もいくつか行われて

いる．平松ら18)は，ドライビングシミュレータの走

行コース上で前方に障害物を出現させ運転者の回避

行動を調査している（被験者数25名）．図-10に障
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図-9 地震動早期警報を行った被験者の路肩侵入・

完全停止までの時間と走行距離の関係

（実験 1） 
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害物の設置状況，回避余裕時間と回避成功率の関係

を示す．ここで，余裕時間は可視距離を車速で除し

た値（= l/V）である．これによると，障害物の出現
が予想されている状況では余裕時間が3秒で100％回
避を成功，2秒で約50％の回避成功率である．障害
物の出現が不測の場合は，回避に必要な余裕時間が

わずかに大きくなるように思われる． 
 本研究での障害物設置状況に関しては，図-4の応

答加速度が最大振幅に達した後の時刻8秒で何らか
の道路変状が前方で発生したと仮定し障害物を出現

させた．障害物の出現位置は，図-10(b)より，余裕
時間が2秒あると障害物回避成功率が約50％である
ことから，実験1で地震動早期警報を行ったときの
被験者の8秒間走行距離と10秒間走行距離をもとに
定めた（図-11）．8秒間走行距離を250m，10秒間
走行距離を300mと大まかにとらえ前方50mに障害物
を設置することとした．図-6(a)より，早期通報を行
わない場合は，車速約33m/s（120km/h）で一定速度
のまま走行する被験者が多いので，前方50mの障害
物に対する余裕時間は約1.5秒となる．また，本実
験では前方に障害物が出現することは被験者には伝

えていない．したがって，障害物の出現が予測され

ていない状態にあるので，図-10(b)より障害物を回
避するのに必要な余裕時間は長くなるものと考えら

れ，地震動早期警報が与えられない場合は回避が困

難であることが予想される． 
 図-12に地震動早期警報を行わなかった場合，図-

13には早期警報を与えた場合の走行実験の例を示す．

図-12では，ハンドルを右に切っているものの障害

物を避けきれなかった状態が見られる．一方，早期

警報を行った図-13では，充分減速し路肩に入るこ

とで障害物に衝突することなく回避できていること

が分かる．この2名の被験者の実験結果をそれぞれ
早期警報なし，早期警報ありの場合の典型的な反応

例として比較する．図-14に，これら2名のアクセル
操作量とブレーキ操作量を示す．早期警報下の場合

は，時刻0秒で3秒間の早期警報のメッセージが運転
者に伝達されるが，時刻3秒ではアクセル操作を止
め，ブレーキ操作を行い始めている．一方，早期警

報が提供されないときは，アクセル操作が続き，ブ

レーキ操作は行われない．ハンドル操舵角を比較す

ると，早期警報が行われないときは障害物を回避す

るために，過大なハンドル操舵が行われていること

が分かる（図-15）． 
 図-16に，実験2の全被験者の走行軌跡を示す．地
震動早期警報を行わなかった場合，11名の被験者の
うち9名の被験者が障害物を回避できなかった．一
方，早期警報を行った場合は，障害物を回避できな

かった被験者は2名にとどまった．図-16(a)では障害
物を回避できた2名の被験者の走行軌跡を点線に，
図-16(b)では障害物を回避できなかった2名の被験者
を点線にして他の被験者の結果と区別して示してい

る．また，障害物出現位置のX座標が各被験者で250
になるように統一してある．早期警報下では，運転

者は主要動到達前にブレーキ操作を開始することが

可能となり，充分に減速を行った状態で障害物に対

応できる．そのため，過大なハンドル操作を行う必

要がなく11名中9名が衝突事故を回避できたものと
考えられる．早期警報が提供されない場合，図-14，

l

V

(a) 障害物設置状況 

(b) 余裕時間と回避成功率 

 

図-10 障害物の設置状況，回避余裕時間と回避成功

率の関係 18) 
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図-15で示したとおり，被験者はブレーキ操作を行

わず，時速120kmのほぼ一定速度のままハンドル操
舵のみで障害物に対応しようとする．その結果，11
名中9名の被験者が衝突事故を回避できなかった（9
名のうち2名は過度にハンドルを切りすぎて，右車
線の中央分離帯に衝突）．前方の障害物を回避する

ために，4名が路肩側に，7名が右車線側に車両を制
御している．震動の影響で，路肩に何らかの道路変

状が生じる可能性もあり，今後は様々な実験条件で

本研究と同様の検討を行う必要がある． 
 以上の実験結果より，高速道路運転者への地震動

早期警報は，強震時に被験者の減速を促すことが可

能となり，震動の影響による急ハンドルなど危険な

行為を未然に防ぐなどの一定の効果が期待されるも

のと考えられる．  
 
 
４．地震動早期警報の実用化に向けた課題 

 
 地震動早期警報への取り組みは始まったばかりで

あり，現在は地震動特性の早期把握技術やそのシス

テム構築などに研究の重きがおかれている．それと

同時に，早期警報の実社会への効果について検討を

していくことも重要である．本研究は，高速道路交

  
 

図-12  地震動早期警報を行わなかったときの走行実験の様子（前方の障害物に激突） 
 

  
 

図-13  地震動早期警報を行ったときの走行実験の様子（路肩に停車し障害物を回避） 
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図-14 早期警報の有無でのアクセル・ブレーキ操作

の比較（実験 2） 
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通への適用を目指して検討を行った．障害物発生な

どの想定条件に関しては不充分な点もあるが，本実

験の結果から道路交通における早期警報がもたらす

効果は大きいと思われる． 
本研究の走行実験で地震動早期警報を提供する場

合には，音声通報が流れるということを被験者に事

前に伝えて実験を行っている．３．で示した走行実

験とは別に，実験2と同じ走行条件で事前に地震動
早期警報を与える旨を伝えず被験者4名の走行実験
を行ったところ，4名中1名のみが障害物との衝突事
故を回避できた．このことから，実際に地震動早期

警報を実社会に導入していく際には，その利用者で

ある一般の人々に充分な説明や教育を施す必要があ

ろう． 
自動車交通では，鉄道や航空などの他の交通シス

テムと異なり，交通体系の中における情報管理が困

難である．しかし，近い将来にITSが高速道路で整
備されれば，自動車交通においても情報管理が可能

となるであろう．また，ITSの2本の柱のうちのAHS，
とくにAHS-i，AHS-cと連動し，ブレーキ操作や路
肩への待避アシストが行われるとより一層の効果が

見込まれる． 
 
 
５．結論 

 
 本研究では，ドライビングシミュレータを用いた

地震時走行模擬実験を行い，緊急地震速報などの地

震動早期警報が運転者に提供された場合にもたらさ

れる効果を検討した．1995年兵庫県南部地震におけ
る地震データ，観測点位置などをもとに，現在運用

が検討されている地震動早期警報をシミュレーショ

ンしたところ，最も震源に近傍なJR西明石観測点で
P波検知を行い，「0次情報」が発信されたと仮定す
れば，JR宝塚付近では主要動到達前に約5.9秒の余
裕時間があることが分かった．したがって，JR宝塚
観測点における兵庫県南部地震の地震記録を地表面

地震動とし，早期地震情報を運転者に伝えるための

システムの作動時間を考慮に入れ，主要動到達5秒
前から3秒間の減速及び路肩への侵入を促す音声通
報を地震動早期警報として運転者に提供した． 
 地震動早期警報の有無で地震時の車両走行の様子

を比較すると，早期警報を行わなかったときは走行

車線をはみ出したり，車線内を蛇行して走行する被

験者が多かったが，早期警報を与えると蛇行走行は

見られなくなり，走行速度が120km/hのときは，警
報開始時から300m程度車両が進むとほとんどの被
験者が路肩に待避を始めていることが分かった．震

動による道路変状を想定し，自車前方の障害物回避

の対応状況を地震動早期警報の有無で比較した．そ

の結果，地震動早期警報が行われない場合は回避困

難な位置（11名中9名が障害物に衝突）にある障害
物に対して，早期警報の効果で11名の被験者のうち
9名が回避に成功した． 
 高速道路網におけるITSの整備が進むにつれ，自
動車交通における情報管理の一括化が可能となると

思われる．社会基盤施設から提供する情報の一部に

地震動早期警報を加えることで，更なる安全性の促

進につながると期待できる． 
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DRIVING SIMULATOR EXPERIMENTS ON THE EFFECTS OF EARLY 
WARINIG OF SEISMIC MOTION TO EXPRESSWAYS DRIVERS 

 
Yoshihisa MARUYAMA and Fumio YAMAZAKI 

 
   In order to investigate the driver’s reactions during an earthquake, the present authors have performed a 
series of virtual tests using a driving simulator. Based on the results, traffic accidents may occur in case of 
heavy traffic because of strong shaking. The Japan Meteorological Agency (JMA) have a plan to establish 
a system to issue “Nowcast Earthquake Information”, which is an early warning of seismic motion. In this 
study, the effects of early warning to drivers are investigated based on the driving simulator experiments. 
The reactions of drivers with/without warning are compared to reveal the effects of early warning. 


